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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれていない。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益は、潜在株式がないため記載していない。 

回次 第71期中 第72期中 第73期中 第71期 第72期 

会計期間 

自 平成15年 
４月１日 

至 平成15年 
９月30日 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成16年 
９月30日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成15年 
４月１日 

至 平成16年 
３月31日 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成17年 
３月31日 

売上高（百万円） 17,568 16,307 20,828 45,588 39,896 

経常利益又は経常損失（△） 

（百万円） 
△398 △99 △81 850 846 

中間（当期）純損失（△）又は当期

純利益（百万円） 
△547 △409 △232 937 △450 

純資産額（百万円） 363 1,504 1,333 1,969 1,498 

総資産額（百万円） 43,695 29,437 27,484 40,024 33,205 

１株当たり純資産額（円） 11.09 45.88 40.66 60.05 45.70 

１株当たり中間（当期）純損失(△)

又は当期純利益（円） 
△16.69 △12.49 △7.09 28.59 △13.73 

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 0.9 5.1 4.9 4.9 4.5 

営業活動によるキャッシュ・フロー

（百万円） 
3,711 1,237 △24 3,859 2,151 

投資活動によるキャッシュ・フロー

（百万円） 
△2,116 △7 △33 59 366 

財務活動によるキャッシュ・フロー

（百万円） 
△3,043 △3,001 △2,124 △4,824 △2,470 

現金及び現金同等物の中間期末（期

末）残高（百万円） 
4,072 2,844 2,482 4,615 4,664 

従業員数（人） 503 459 471 486 457 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれていない。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益は、潜在株式がないため記載していない。 

回次 第71期中 第72期中 第73期中 第71期 第72期 

会計期間 

自 平成15年 
４月１日 

至 平成15年 
９月30日 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成16年 
９月30日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成15年 
４月１日 

至 平成16年 
３月31日 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成17年 
３月31日 

売上高(百万円) 17,159 16,193 20,595 44,694 39,282 

経常利益又は経常損失（△） 

（百万円） 
△333 △92 △88 843 810 

中間（当期）純損失(△)又は当期純

利益（百万円） 
△549 △264 △238 865 △345 

資本金(百万円) 7,013 1,640 1,640 7,013 1,640 

発行済株式総数(千株) 32,800 32,800 32,800 32,800 32,800 

純資産額(百万円) 275 1,495 1,277 1,815 1,449 

総資産額(百万円) 43,296 29,209 27,040 39,810 32,704 

１株当たり純資産額(円) 8.40 45.61 38.97 55.36 44.20 

１株当たり中間（当期）純損失(△)

又は当期純利益(円) 
△16.75 △8.07 △7.29 26.40 △10.54 

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益(円) 
－ － － － － 

１株当たり中間（年間）配当額(円) － － － － － 

自己資本比率（％） 0.6 5.1 4.7 4.6 4.4 

従業員数（人） 481 444 456 467 443 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はない。 

 なお、関係会社の異動については「３ 関係会社の状況」に記載している。 

３【関係会社の状況】 

 平成17年３月31日現在において当社の関係会社であった阪急電鉄㈱(現、阪急ホールディングス㈱)は、平成17年４

月１日をもって、同社の子会社である阪急電鉄分割準備㈱(現、阪急電鉄㈱)を承継会社とする会社分割を行い、当社

株式は阪急電鉄分割準備㈱(現、阪急電鉄㈱)に全株承継された。 

 これにより、当中間連結会計期間末現在、阪急ホールディングス㈱及び阪急電鉄㈱が当社の関係会社となってい

る。 

 （注）１．議決権の被所有割合欄の（  ）内は、間接所有割合（内数）である。 

２．※は有価証券報告書を提出している。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員である。 

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属している

ものである。 

(2）提出会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員である。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されていない。 

名称 住所 
資本金 
（百万円） 

主要な事業内容 
議決権の所有割
合又は被所有割
合（％） 

関係内容 

（その他の関係会

社） 

阪急ホールディング

ス㈱（※） 

大阪市北区 95,863  持株会社 

  

38.4 

(38.4) 

  

役員の兼務２名 

阪急電鉄㈱ 大阪市北区 100  鉄道・不動産事業 38.4 

工事の施工・砕石

の販売 

役員の兼務２名 

  （平成17年９月30日現在）

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

建設事業 413   

不動産事業 1   

その他の事業 25   

全社（共通） 32   

合計 471   

  （平成17年９月30日現在）

従業員数（人） 456 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間におけるわが国の経済状況は、企業収益や雇用者所得が共に改善され緩やかな回復を続ける

状況で推移した。また、建設業界においては、民間建設投資は非住宅部門で増加傾向にあったが、政府建設投資で

は災害復旧工事における増加をみたものの依然として減少が続き厳しい状況で推移した。 

 このような状況下、営業部門においては、顧客満足度の更なる向上促進による再受注の拡大促進、大型プロジェ

クト案件の戦略的受注、管理運用会社他との連携による営業情報の収集、ブロック制による官庁営業の強化策の実

施、リフォーム・リニューアル事業の継続的受注増等精力的に営業活動を行った結果、工事受注高は220億5千4百

万円と前年同期に比較して42.0%の増加となった。この工種別内訳は、土木工事32.9%、建築工事67.1%となった。 

 一方、完成工事高は204億6千5百万円と前年同期に比較して28.2%の増加となり、これに兼業事業売上高3億6千2

百万円を加えた売上高は208億2千8百万円で、前年同期に比較して27.7%の増加となった。 

 利益面については、施工部門での原価管理における利益確定型システムの導入による収益目標の定量化策や、一

般管理費の更なる削減及び有利子負債の削減に努めた結果、連結経常損失は8千1百万円と前年同期に比較して

18.5%の減少となった。 

 また、特別損失として貸倒引当金繰入額や前期損益修正損、その他特別損失を計上することになり、中間純損失

は2億3千2百万円となった。 

① 事業の種類別セグメント 

（建設事業）  建設事業においては、上記状況の中、受注高22,054百万円（前年同期比42.0％増加）売上高

20,465百万円（前年同期比28.2％増加）、営業利益241百万円（前年同期比17.9％減少）と

なった。 

（不動産事業） 不動産事業においては、売上高0百万円（前年同期比99.1％減少）、営業損失24百万円（前

年同期比7.7％減少）となった。 

（その他の事業）砕石事業においては、売上高362百万円（前年同期比6.9％増加）、営業利益86百万円（前年

同期比2,882.1％増加）となった。 

(2）キャッシュ・フローの状況 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間純損失が202百万円（前年同期の税金等調整前中間純

損失は377百万円）であり、売上債権の減少、未成工事支出金の減少、未成工事受入金の増加等の増加要因があっ

たものの、仕入債務の減少等により△24百万円（前年同期は1,237百万円）となった。 

 投資活動によるキャッシュ・フロ－は、投資有価証券の満期償還による収入25百万円等があったものの、有形固

定資産取得による支出83百万円等があり△33百万円（前年同期比26百万円増加）となった。 

 財務活動によるキャッシュ・フロ－は、前連結会計年度より繰り越した現金及び現金同等物を有利子負債の削減

に2,124百万円（前年同期比877百万円減少）充当した。 

 これにより当中間連結会計期間末の現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末より2,181百万円減少し、

2,482百万円（前年同期比12.7％減少）となった。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）受注実績 

(2）売上実績 

 （注）１．当社グループ（当社及び連結子会社）では建設事業以外は受注生産を行っていない。 

２．当社グループ（当社及び連結子会社）では生産実績を定義することが困難であるため「生産の状況」は記載

していない。 

３．セグメント間の取引については相殺消去している。 

４．完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の完成工事高及びその割合は、次のとおりであ

る。 

前中間連結会計期間 

当中間連結会計期間 

 なお、参考のため提出会社個別の事業の状況は次のとおりである。 

建設事業における受注工事高及び施工高の状況 

① 受注工事高、完成工事高、繰越工事高及び施工高 

前中間会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

区分 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

建設事業（百万円） 15,526 22,054 （42.0％増） 

不動産事業（百万円） － －（  －  ） 

その他の事業（百万円） － －（  －  ） 

合計（百万円） 15,526 22,054 （42.0％増） 

区分 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

建設事業（百万円） 15,963 20,465 （28.2％増） 

不動産事業（百万円） 4 0 （99.1％減） 

その他の事業（百万円） 339 362 （ 6.9％増） 

合計（百万円） 16,307 20,828 （27.7％増） 

  該当無し     

  阪急電鉄㈱  2,626百万円  12.6% 

工事別 
期首繰越
工事高 
（百万円） 

期中受注
工事高 
（百万円） 

計 
（百万円）

期中完成
工事高 
（百万円）

期末繰越工事高 
期中施工高
（百万円）手持工事高

（百万円）
うち施工高 
（百万円） 

            ％     

土木工事 24,745 7,194 31,940 7,595 24,344 4.26 1,036 7,098 

建築工事 20,647 8,081 28,729 8,253 20,476 9.11 1,865 9,567 

計 45,393 15,276 60,669 15,848 44,820 6.47 2,902 16,666 



当中間会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

前事業年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 （注）１．前事業年度以前に受注した工事で、契約の変更により請負金額の増減がある場合は、期中受注工事高にその

増減額を含む。したがって、期中完成工事高にもかかる増減額が含まれる。 

２．期末繰越工事高の施工高は未成工事支出金により手持工事高の施工高を推定したものである。 

３．期中施工高は（期中完成工事高＋期末繰越施工高－前期末繰越施工高）に一致する。 

② 受注工事高及び完成工事高について 

 当社は建設市場の状況を反映して工事の受注工事高及び完成工事高が平均化しておらず、最近３年間についてみ

ても次のように変動している。 

工事別 
期首繰越
工事高 
（百万円） 

期中受注
工事高 
（百万円） 

計 
（百万円）

期中完成
工事高 
（百万円）

期末繰越工事高 
期中施工高
（百万円）手持工事高

（百万円）
うち施工高 
（百万円） 

            ％     

土木工事 20,677 6,844 27,521 8,078 19,443 4.4 871 7,856 

建築工事 21,765 14,795 36,561 12,083 24,477 4.8 1,191 12,692 

計 42,442 21,640 64,083 20,161 43,921 4.7 2,062 20,549 

工事別 
期首繰越
工事高 
（百万円） 

期中受注
工事高 
（百万円） 

計 
（百万円）

期中完成
工事高 
（百万円）

期末繰越工事高 
期中施工高
（百万円）手持工事高

（百万円）
うち施工高 
（百万円） 

            ％     

土木工事 24,745 13,925 38,671 17,993 20,677 5.3 1,092 17,552 

建築工事 20,647 21,575 42,223 20,457 21,765 2.7 582 20,488 

計 45,393 35,501 80,894 38,451 42,442 3.9 1,674 38,041 

期別 

受注工事高 完成工事高 

１年通期 
（百万円） 
（Ａ） 

上半期 
（百万円） 
（Ｂ） 

（Ｂ）／（Ａ）
（％） 

１年通期 
（百万円） 
（Ｃ） 

上半期 
（百万円） 
（Ｄ） 

（Ｄ）／（Ｃ）
（％） 

第70期 43,175 19,148 44.3 53,063 20,096 37.9 

第71期 38,540 13,613 35.3 43,216 16,708 38.7 

第72期 35,501 15,276 43.0 38,451 15,848 41.2 

第73期 － 21,640 － － 20,161 － 



③ 完成工事高 

 （注）１．完成工事のうち主なものは、次のとおりである。 

前中間会計期間 請負金額５億円以上の主なもの 

当中間会計期間 請負金額９億円以上の主なもの 

２．完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の完成工事高及びその割合は、次のとおりであ

る。 

前中間会計期間 

当中間会計期間 

④ 手持工事高（平成17年９月30日現在） 

 （注） 手持工事のうち請負金額８億円以上の主なものは、次のとおりである。 

期別 区分 官公庁（百万円） 民間（百万円） 計（百万円） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

土木工事 5,486 2,109 7,595 

建築工事 1,207 7,045 8,253 

計 6,693 9,155 15,848 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

土木工事 4,914 3,163 8,078 

建築工事 1,037 11,046 12,083 

計 5,951 14,209 20,161 

大成建設㈱ （仮称）本郷複合福祉施設建築工事 

東急不動産㈱ （仮称）箕面船場西マンション新築工事 

阪急電鉄㈱ 阪急生田川立体交差工事 

大阪府 寝屋川流域下水道長吉直送幹線（第１－１工区）下水管渠築造工事 

福岡市 花畑第12雨水幹線築造工事 

首都高速道路公団 ＯＥ２８工区（２）トンネル工事 

兵庫県 芸術文化センター（仮称）建築工事 

国土交通省 五條道路西釜窪高架橋下部他工事・五條道路五條ＩＣ改良工事 

㈱ニトリ （仮称）ニトリ大阪りんくうタウン店新築工事 

日本道路公団 第二東名高速道路  東黒田工事 

  該当無し     

  阪急電鉄㈱  2,626百万円  13.0% 

区分 官公庁（百万円） 民間（百万円） 計（百万円） 

土木工事 9,030 10,413 19,443 

建築工事 2,967 21,510 24,477 

計 11,998 31,923 43,921 

㈱ランド （仮称）ランドシティ京王多摩川新築工事 平成18年９月完成予定 

プレステ㈱ （仮称）プレステ鶴見緑地新築工事    平成19年２月完成予定 

㈱丸美 （仮称）アクロス二日市ガーデンヒルズ新築工事 

                    平成19年６月完成予定 

日本道路公団 鳥取自動車道釜坂第二トンネル工事    平成19年６月完成予定  

㈱サンユー都市開発 （仮称）滝谷住宅地開発事業工事     平成18年11月完成予定 



３【対処すべき課題】 

 日本経済は、企業収益の大幅な改善を背景に設備投資の増加により全体的に回復基調にあるものの、そのスピード

は緩やかである。また、建設業界においても、建設投資市場は景気回復を反映して民間投資では回復基調が継続する

ものと見られるが、公共投資は抑制傾向にあることから経営には厳しい環境となっている。 

 このような状況下、当社は“小粒でもピカリと光る企業”を目指す姿勢をより鮮明にすべく、平成17年度を初年度

とする「第二次中期経営計画」３カ年を策定した。当該計画は、第一次の「ニュー森組経営改善中期計画」３カ年に

おける業績の着実な回復を基盤に、本業のさらなる収益力の強化と受注目標の確実な達成を目指すものである。工事

原価や一般管理費の削減など従来からの施策に加えて工期短縮などによりさらに利益向上を図り、また、企業活動の

根幹である受注を安定持続的に確保することで経営を着実にしようという取り組みである。 

 当社は、「第二次中期経営計画」実現のため、取り巻く経営環境での諸課題を克服すべく以下の活動を推進してい

る。 

①公共投資縮小が続く建設市場にあっては価格競争が激しくなり、受注工事の利益率も低下傾向にある中で、良質な

仕事を行うことでいかに顧客満足度を高め、再度の受注につなげて行けるかが喫緊の課題であると認識し実践す

る。 

②建築事業では非住宅及びリフォーム事業分野へのシフトを図り、不採算工事は受注を避ける。 

③本社管理部門と現場とが一体になり工期短縮、現場管理の効率化等を徹底する。 

④ISO9001及び14001システムの運用により継続的発展を図り、常に最良の品質のモノの提供に努めると同時に、環境

保全活動にも力を注ぐ。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はない。 

５【研究開発活動】 

 研究開発活動は特段行われていない。 

 「第２．事業の状況」における各事項の記載については、消費税等抜きの金額で表示している。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

   当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）の主要な設備に重要な異動はない。  

２【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はない。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当なし。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 120,000,000 

計 120,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成17年12月22日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 32,800,000 32,800,000 
㈱大阪証券取引所 

（市場第二部） 
－ 

計 32,800,000 32,800,000 － － 

年月日 
発行済株式
総数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増減
額（百万円） 

資本準備金
残高（百万
円） 

平成17年４月１日～

平成17年９月30日 
－ 32,800,000 － 1,640 － － 



(4）【大株主の状況】 

 （注）前事業年度末に当社の主要株主であった阪急電鉄㈱(現、阪急ホールディングス㈱)は、平成17年４月１日をも

って阪急電鉄分割準備㈱(現、阪急電鉄㈱)を承継会社とする会社分割を行った。 

これにより、当中間会計期間末における当社の主要株主は承継会社である阪急電鉄㈱となっている。 

(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）１．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が36,000株（議決権の 

 数36個）含まれている。 

    ２．「単元未満株式」欄の普通株式には、自己保有株式が912株含まれている。 

  平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

阪急電鉄㈱ 大阪市北区芝田１丁目16番１号 12,535,000 38.21 

㈲フォーレ 大阪市中央区道修町４丁目５番17号 2,645,000 8.06 

今井 修 大阪市東住吉区駒川１丁目８番27号1001 1,310,000 3.99 

㈱三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 1,290,000 3.93 

㈱ＵＦＪ銀行 名古屋市中区錦３丁目21番24号 1,190,000 3.62 

㈱りそな銀行 大阪市中央区備後町２丁目２番１号 1,190,000 3.62 

森組取引先持株会 大阪市中央区道修町４丁目５番17号 1,179,000 3.59 

富士火災海上保険㈱ 大阪市中央区南船場１丁目18番11号 1,123,000 3.42 

㈱みなと銀行 神戸市中央区三宮町２丁目１番１号 750,000 2.28 

㈱近畿大阪銀行 大阪市中央区城見１丁目４番27号 678,000 2.06 

計 － 23,890,000 72.83 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式   13,000 
－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 32,645,000 32,645 － 

単元未満株式 普通株式    142,000 － － 

発行済株式総数 32,800,000 － － 

総株主の議決権 － 32,645 － 



②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、株式会社大阪証券取引所市場第二部におけるものである。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はない。 

  平成17年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

株式会社 森組 
大阪市中央区道修町

４丁目５番17号 
13,000 － 13,000 0.04 

計 － 13,000 － 13,000 0.04 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 128 128 135 205 175 183 

最低（円） 110 116 117 120 134 150 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令

第14号）に準じて記載している。 

 ただし、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府第５号）附則第３項

のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成している。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14

号）に準じて記載している。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府第５号）附則第３項のただ

し書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成している。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日

まで）及び前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）並びに当中間連結会計期間（平成17年４

月１日から平成17年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間連結

財務諸表及び中間財務諸表について、あずさ監査法人により中間監査を受けている。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

現金預金     2,844 2,482   4,664 

受取手形・完成工
事未収入金等 

    10,364 14,702   15,339 

未成工事支出金等     3,112 2,323   1,854 

たな卸不動産 ※２   4,664 2,459   2,453 

その他     601 709   1,686 

貸倒引当金     △80 △80   △81 

流動資産合計     21,508 73.1 22,596 82.2   25,915 78.0

Ⅱ 固定資産           

有形固定資産           

建物・構築物 ※1.2 1,343   937 933   

土地 ※２ 4,432   1,645 4,211   

その他 ※１ 228 6,005 408 2,991 235 5,380 

無形固定資産     26 24   24 

投資その他の資産           

長期営業外未収入
金 

  7,770   6,712 7,345   

その他 ※２ 2,135   2,172 2,128   

貸倒引当金   △8,008 1,897 △7,012 1,871 △7,589 1,884 

固定資産合計     7,929 26.9 4,887 17.8   7,289 22.0

資産合計     29,437 100 27,484 100   33,205 100 

            

 



    
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

支払手形・工事未
払金等 

    9,429 12,322   13,868 

短期借入金 ※２   13,793 8,793   10,609 

未成工事受入金等     2,105 2,230   1,603 

引当金     95 114   103 

固定資産売却損失
引当金 

    － －   2,569 

その他     706 867   875 

流動負債合計     26,131 88.8 24,328 88.5   29,629 89.2

Ⅱ 固定負債           

長期借入金 ※２   1,086 992   1,301 

退職給付引当金     713 812   771 

繰延税金負債     － 14   － 

その他     1 －   － 

固定負債合計     1,801 6.1 1,819 6.6   2,073 6.3

負債合計     27,932 94.9 26,147 95.1   31,702 95.5

（少数株主持分）           

少数株主持分     0 0.0 3 0.0   3 0.0

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     1,640 5.6 1,640 6.0   1,640 4.9

Ⅱ 資本剰余金     202 0.7 202 0.7   202 0.6

Ⅲ 利益剰余金     △255 △0.9 △528 △1.9   △296 △0.9

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

    △81 △0.3 20 0.1   △46 △0.1

Ⅴ 自己株式     △0 △0.0 △1 △0.0   △0 △0.0

資本合計     1,504 5.1 1,333 4.9   1,498 4.5

負債、少数株主
持分及び資本合
計 

    29,437 100 27,484 100   33,205 100 

            



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高           

完成工事高   15,963   20,465 39,063   

不動産事業売上高   4   0 20   

その他の事業売上
高 

  339 16,307 100 362 20,828 100 812 39,896 100 

            

Ⅱ 売上原価           

完成工事原価   14,977   19,551 36,171   

不動産事業売上原
価 

  1   0 9   

その他の事業売上
原価 

  325 15,305 93.9 341 19,893 95.5 703 36,883 92.4

            

売上総利益           

完成工事総利益   986   913 2,892   

不動産事業総利益   2   0 10   

その他の事業総利
益 

  13 1,001 6.1 21 935 4.5 109 3,012 7.6

            

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１   999 6.1 935 4.5   1,952 4.9

営業利益     1 0.0 － －   1,059 2.7

営業損失     － － 0 0.0   － －

            

Ⅳ 営業外収益           

受取利息   9   5 17   

受取配当金   3   4 4   

地代家賃収入   5   4 12   

保険配当金   －   6 4   

連結調整勘定償却
額 

  13   － 13   

持分法による投資
利益 

  －   3 －   

雑収入   12 44 0.3 10 34 0.2 21 74 0.2

            

Ⅴ 営業外費用           

支払利息   140   115 283   

持分法による投資
損失 

  5   － 3   

雑支出   0 146 0.9 0 115 0.6 0 287 0.8

経常利益     － － － －   846 2.1

経常損失     99 0.6 81 0.4   － －

            

 



    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅵ 特別利益           

関係会社株式売却
益 

  13   － 13   

投資有価証券売却
益 

  7   － 7   

債務免除益 ※２ －   － 3,500   

経営支援益 ※２ －   － 1,000   

その他特別利益   － 20 0.1 － － － 29 4,550 11.4

            

Ⅶ 特別損失           

貸倒引当金繰入額   206   55 229   

前期損益修正損   35   49 71   

固定資産売却損  ※３ 44   － 299   

固定資産売却損失
引当金繰入額 

  －   － 2,569   

販売用不動産評価
損 

  －   － 2,130   

未成工事支出金評
価損 

※４ －   － 440   

販売用不動産処分
損 

  －   － 19   

その他特別損失 ※５ 12 298 1.8 15 120 0.6 16 5,776 14.5

税金等調整前中間
（当期）純損失 

    377 2.3 202 1.0   379 1.0

法人税、住民税及
び事業税 

  25   30 61   

法人税等調整額   8 34 0.2 － 30 0.1 8 69 0.1

少数株主利益（減
算） 

    － － － －   0 0.0

少数株主損失（加
算） 

    2 0.0 0 0.0   － －

中間（当期）純損
失 

    409 2.5 232 1.1   450 1.1

            



③【中間連結剰余金計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）       

Ⅰ 資本剰余金期首残高     1,377 202   1,377

Ⅱ 資本剰余金増加高       

資本金取崩による増
加高 

  202 202 － － 202 202

Ⅲ 資本剰余金減少高       

資本準備金取崩によ
る減少高 

  1,377 1,377 － － 1,377 1,377

Ⅳ 資本剰余金中間期末 
（期末）残高 

    202 202   202

        

（利益剰余金の部）       

Ⅰ 利益剰余金期首残高     △6,394 △296   △6,394

Ⅱ 利益剰余金増加高       

資本金取崩による増
加高 

  5,170 － 5,170 

資本準備金取崩によ
る増加高 

  1,377 6,548 － － 1,377 6,548

Ⅲ 利益剰余金減少高       

中間（当期）純損失   409 409 232 450 450

Ⅳ 利益剰余金中間期末 
（期末）残高 

    △255 △528   △296

        



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

税金等調整前中間
（当期）純損失 

  △377 △202 △379

減価償却費   39 28 70

固定資産売却損   44 － 299

固定資産売却損失引
当金の増加額  

  － － 2,569

貸倒引当金の増加・
減少（△）額 

  206 53 △205

退職給付引当金の増
加額 

  43 40 102

投資有価証券売却益   △7 － △7

関係会社株式売却益   △13 － △13

債務免除益   － － △3,500

受取利息及び受取配
当金 

  △13 △10 △22

支払利息   140 115 283

売上債権の減少額   7,835 636 2,861

長期営業外未収入金
の減少額 

  1 1 426

たな卸不動産の減
少・増加（△）額 

  △3 △6 2,208

未成工事支出金の減
少額 

  454 500 536

未成工事受入金の増
加・減少（△）額 

  121 623 △380

仕入債務の減少額   △7,281 △1,545 △2,847

その他   228 △113 455

小計   1,420 121 2,455

利息及び配当金の受
取額 

  13 12 22

利息の支払額   △126 △98 △256

法人税等の支払額   △69 △59 △69

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  1,237 △24 2,151

 



    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

投資有価証券の取得
による支出 

  △1 △26 △2

投資有価証券の満期
償還による収入 

  － 25 －

投資有価証券の売却
による収入 

  18 － 18

関係会社株式売却に
よる収入 

  152 － 152

有形固定資産売却に
よる収入 

  8 － 396

有形固定資産取得に
よる支出 

  △13 △83 △42

その他投資の売却に
よる収入 

  9 1 10

長期貸付による支出   △211 △2 △226

その他   30 52 60

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △7 △33 366

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

長期借入による収入   － － 1,000

長期借入金の返済に
よる支出 

  △873 △711 △1,753

短期借入金純減少額   △2,128 △1,413 △1,717

自己株式の取得によ
る支出 

  △0 △0 △0

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △3,001 △2,124 △2,470

Ⅳ 現金及び現金同等物の
増加・減少（△）額 

  △1,770 △2,181 48

Ⅴ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  4,615 4,664 4,615

Ⅵ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

※１ 2,844 2,482 4,664

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項  すべての子会社（２社）を連結

している。 

総合スポーツ施設㈱ 

大拓林業㈱ 

 なお、前連結会計年度におい

て連結子会社であった（株）ア

ステック森は平成16年９月17日

に清算結了したため、連結の範

囲から除外しているが、清算結

了までの損益計算書については

連結している。 

 すべての子会社（２社）を連結

している。 

総合スポーツ施設㈱ 

大拓林業㈱ 

  

 すべての子会社（２社）を連結

している。 

総合スポーツ施設㈱ 

大拓林業㈱ 

  なお、前連結会計年度において

連結子会社であった（株）アステ

ック森は平成16年９月17日に清算

結了したため、連結の範囲から除

外しているが、清算結了までの損

益計算書については連結してい

る。 

        

２．持分法の適用に関する事

項 

 すべての関連会社（１社）に対

する投資について持分法を適用し

ている。 

㈱科学情報システムズ 

 なお、前連結会計年度におい

て持分法適用関連会社であった

エイチアンドエムコンサルタン

ト（株）、レールウェイ・テク

ノロジー（株）は平成16年９月

に株式を売却したため、連結の

範囲から除外しているが、売却

時までの損益については持分法

を適用している。 

 すべての関連会社（１社）に対

する投資について持分法を適用し

ている。 

㈱科学情報システムズ 

  

 すべての関連会社（１社）に対

する投資について持分法を適用し

ている。 

㈱科学情報システムズ 

  なお、前連結会計年度において

持分法適用関連会社であったエイ

チアンドエムコンサルタント

（株）、レールウェイ・テクノロ

ジー（株）は平成16年９月に株式

を売却したため、連結の範囲から

除外しているが、売却時までの損

益については持分法を適用してい

る。 

        

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事

項 

 連結子会社の中間決算日は、中

間連結財務諸表提出会社と同一で

ある。 

同左  連結子会社の決算日は、連結決

算日と一致している。 

        

４．会計処理基準に関する事

項 

      

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

イ．有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの：中間決算

末日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部資

本直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により

算定している） 

イ．有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの：同左 

イ．有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの：決算期末

日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算

定している） 

  時価のないもの：移動平均

法による原価法 

時価のないもの：同左 時価のないもの：同左 

  ロ．デリバティブ 

時価法 

ロ．デリバティブ 

同左 

ロ．デリバティブ 

同左 

  ハ．たな卸資産 

① 未成工事支出金 

個別法による原価法 

ハ．たな卸資産 

同左 

ハ．たな卸資産 

同左 

  ② たな卸不動産 

個別法による原価法 

    

       

 



  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

イ．有形固定資産 

建物 

定額法 

イ．有形固定資産 

同左 

イ．有形固定資産 

同左 

  建物以外の有形固定資産 

定率法 

    

  ロ．無形固定資産 

 定額法。なお、自社利用のソ

フトウェアについては、社内に

おける利用可能期間（５年）に

基づく定額法を採用している。 

ロ．無形固定資産 

同左 

ロ．無形固定資産 

同左 

(3）重要な引当金の計上基

準 

イ．貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上している。 

イ．貸倒引当金 

同左 

イ．貸倒引当金 

同左 

  ロ．完成工事補償引当金 

 完成工事に対して予想される

無償の補修費用の発生に備える

ため、実績繰入率に将来の補償

見込額を加味して計上してい

る。 

ロ．完成工事補償引当金 

同左 

ロ．完成工事補償引当金 

同左 

  ハ．賞与引当金 

 従業員賞与の支給に備えるた

め、支給見込額の当中間連結会

計期間負担額を計上している。 

ハ．賞与引当金 

同左 

ハ．賞与引当金 

 従業員賞与の支給に備えるた

め、支給見込額の当連結会計年

度負担額を計上している。 

  ニ．固定資産売却損失引当金 

────── 

ニ．固定資産売却損失引当金 

 平成17年３月28日開催の臨時

取締役会における財務構造の改

善を目的とする不採算・不稼働

固定資産の早期処分の決議に伴

い、今後発生が見込まれる売却

損失に備えるため、損失見込額

を計上している。なお、当中間

連結会計期間において固定資産

の減損に係る会計基準を適用

し、固定資産の帳簿価額を回収

可能価額まで減額したことによ

り、売却損失の発生が見込まれ

なくなったため、全額を取り崩

している。 

ニ．固定資産売却損失引当金 

 平成17年３月28日開催の臨時

取締役会における財務構造の改

善を目的とする不採算・不稼働

固定資産の早期処分の決議に伴

い、今後発生が見込まれる売却

損失に備えるため、損失見込額

を計上している。 

       

 



  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  ホ．退職給付引当金 

 従業員の退職金支給に備える

ため、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当中間連結会

計期間末において発生している

と認められる額を計上してい

る。 

 なお、会計基準変更時差異

（1,772百万円）については、

15年による按分額を費用処理し

ている。 

 数理計算上の差異は、各連結

会計年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間の年数

（15年）による定額法により按

分した額をそれぞれ発生の翌連

結会計年度から費用処理するこ

ととしている。 

ホ．退職給付引当金 

同左 

ホ．退職給付引当金 

 従業員の退職金支給に備える

ため、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき計上している。 

 なお、会計基準変更時差異

（1,772百万円）については、15

年による按分額を費用処理して

いる。 

 数理計算上の差異は、各連結

会計年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間の年数

（15年）による定額法によりそ

れぞれ発生の翌連結会計年度か

ら費用処理することとしてい

る。 

(4）重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっている。 

同左 同左 

(5）重要なヘッジ会計の方

法 

イ．ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によってい

る。 

イ．ヘッジ会計の方法 

同左 

イ．ヘッジ会計の方法 

同左 

  ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

金利キャップ 

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

同左 

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

同左 

  ヘッジ対象 

借入金 

ヘッジ対象 

同左 

ヘッジ対象 

同左 

  ハ．ヘッジ方針 

 当社の社内規定に基づき、金

利変動リスクをヘッジしてい

る。 

ハ．ヘッジ方針 

同左 

ハ．ヘッジ方針 

同左 

  ニ．ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ手段とヘッジ対象の対

応関係を確認することにより、

有効性を評価している。 

ニ．ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

ニ．ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

       

 



  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(6）その他中間連結（連

結）財務諸表作成のた

めの重要な事項 

イ．長期請負工事の収益計上基準 

 完成工事高の計上は工事完成

基準によっている。ただし、当

社は長期・大型工事（請負金額

１億円以上、工期１年超）につ

いては、工事進行基準を採用し

ている。 

イ．長期請負工事の収益計上基準 

同左 

イ．長期請負工事の収益計上基準 

同左 

  ロ．工事進行基準により計上した

金額 

ロ．工事進行基準により計上した

金額 

ロ．工事進行基準により計上した

金額 

  完成工事高 10,420百万円 完成工事高   12,466百万円 完成工事高   22,994百万円

  ハ．たな卸不動産の取得原価に算

入した支払利息 

 当中間連結会計期間は取得原

価に算入すべき支払利息はな

い。 

ハ．たな卸不動産の取得原価に算

入した支払利息 

同左 

ハ．たな卸不動産の取得原価に算

入した支払利息 

 当連結会計年度は取得原価に

算入すべき支払利息はない。 

   当中間連結会計期間末残高に

含まれている支払利息の額 

261百万円 

 当中間連結会計期間末残高に

含まれている支払利息の額 

   260百万円 

 当連結会計年度期末残高に含

まれている支払利息の額 

   260百万円 

  ニ．消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税に相当

する額の会計処理は、税抜方式

によっている。 

ニ．消費税等の会計処理 

同左 

ニ．消費税等の会計処理 

同左 

        

５．中間連結（連結）キャッ

シュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲 

 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金（現金及び現金

同等物）は、手許現金、随時引出

し可能な預金及び容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動につい

て僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の到

来する短期投資からなっている。 

同左  連結キャッシュ・フロー計算書

における資金（現金及び現金同等

物）は、手許現金、随時引出し可

能な預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取得日か

ら３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっている。 

        



会計処理の変更  

表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

────── (固定資産の減損に係る会計基準) 

  当中間連結会計期間より、固定資

産の減損に係る会計基準（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会 平

成14年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平

成15年10月31日）を適用している。 

  これにより税金等調整前中間純損

失が2,566百万円増加することにな

るが、前連結会計年度に計上した固

定資産売却損失引当金を戻入れした

ため、これらを相殺しており、損益

に与える影響は軽微である。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間連結財務諸表規則

に基づき各資産の金額から直接控除

している。 

────── 

      

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

 営業活動によるキャッシュ・フローの「受取利息及び

受取配当金」は、前中間連結会計期間は「その他」に含

めて表示していたが、当中間連結会計期間より区分掲記

した。なお、前中間連結会計期間の「その他」に含まれ

ている「受取利息及び受取配当金」は△22百万円であ

る。  

────── 

    



追加情報 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当中間連結会計期間から

「法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示について

の実務上の取扱い」（平成16年２月

13日 企業会計基準委員会 実務対

応報告第12号）に従い法人事業税の

付加価値割及び資本割については、

販売費及び一般管理費に計上してい

る。この結果、販売費及び一般管理

費が11百万円増加し、営業利益が同

額減少し、経常損失及び税金等調整

前中間純損失が同額増加している。 

──────  「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当連結会計年度から「法

人事業税における外形標準課税部分

の損益計算書上の表示についての実

務上の取扱い」（平成16年２月13日

企業会計基準委員会 実務対応報告

第12号）に従い法人事業税の付加価

値割及び資本割については、販売費

及び一般管理費に計上している。こ

の結果、販売費及び一般管理費が32

百万円増加し、営業利益及び経常利

益が同額減少し、税金等調整前当期

純損失が同額増加している。 

      



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成17年３月31日） 

※１．有形固定資産減価償却累計額 

2,462百万円 

※１．有形固定資産減価償却累計額 

     2,050百万円 

※１．有形固定資産減価償却累計額 

     2,033百万円 

      

※２．下記の資産は、長期借入金1,146百万

円（１年以内返済予定の長期借入金を含

む）及び短期借入金6,030百万円の担保

に供している。 

※２．下記の資産は、短期借入金5,282百万

円の担保に供している。 

※２．下記の資産は、長期借入金50百万円

（１年以内返済予定の長期借入金を含

む）及び短期借入金6,507百万円の担保

に供している。 

たな卸不動産 736百万円

建物・構築物 1,011 

土地 3,478 

投資有価証券 321 

合計 5,548 

たな卸不動産    714百万円

建物・構築物      913 

土地      1,618 

投資有価証券 403 

合計 3,649 

たな卸不動産    714百万円

建物・構築物       924 

土地      3,472 

投資有価証券  350 

合計      5,461 

      

 ３．保証債務 

手付金等委託保証契約 

㈱第一プロパレス 105百万円

㈱ランド 9 

合計 115 

 ３．保証債務 

手付金等委託保証契約 

㈱ランド   76百万円

㈱第一プロパレス  17 

合計  94 

 ３．保証債務 

手付金等委託保証契約 

㈱第一プロパレス   43百万円

㈱ランド  8 

福本建設㈱  3 

合計  56 

      



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１．このうち、主要な費目及び金額は次の

とおりである。 

※１．このうち、主要な費目及び金額は次の

とおりである。 

※１．このうち、主要な費目及び金額は次の

とおりである。 

給与 431百万円

賞与引当金繰入額  23 

給与    423百万円

賞与引当金繰入額  21 

給与    883百万円

賞与引当金繰入額  22 

      

※２．     ───── ※２．     ───── ※２．債務免除益及び経営支援益は、固定資

産売却損失引当金繰入額や販売用不動産

評価損等に対する支援として、主要株主

である阪急電鉄株式会社より経営支援を

受けたものである。 

※３．固定資産売却損の内訳は次のとおりで

ある。 

※３．     ───── ※３．固定資産売却損の内訳は次のとおりで

ある。 

土地 38百万円

その他 6 

合計  44 

 建物      176百万円

土地    110 

機械・運搬具・工具

器具・備品 

 10 

無形固定資産  1 

合計      299 

      

※４．     ───── ※４．     ───── ※４．未成工事支出金評価損は、請負契約の

見直しに伴う評価損である。 

      

※５．その他特別損失の主な内訳は次のとお

りである。 

訴訟費用・和解金 12百万円

※５．その他特別損失の主な内訳は次のとお

りである。 

環境対策費   12百万円

訴訟費用・和解金   2 

※５．その他特別損失の主な内訳は次のとお

りである。 

訴訟費用・和解金    15百万円

      

 ６．     ─────  ６．当中間連結会計期間において、以下の

資産について減損損失処理を行ってい

る。 

 減損損失を認識した事業用資産及び遊

休資産については、それぞれ個別の物件

毎にグルーピングしている。 

 平成17年３月28日開催の臨時取締役会

における財務構造の改善を目的とする不

採算・不稼働固定資産の早期処分の決議

に伴い、当資産または資産グループの帳

簿価額を回収可能価額まで減額した結

果、減損損失は2,566百万円となった。一

方、当資産グループには前連結会計年度

において固定資産売却損失引当金を計上

していたため、これを取り崩し、相殺し

ている。 

 また、減損損失の内訳は、事業用資産

1,100百万円（土地1,100百万円、建物0百

万円）、遊休資産（土地）1,466百万円と

なっている。 

 なお、当資産グループの回収可能価額

は、主として鑑定評価額を基に算定した

正味売却価額により算定している。 

用途 種類 場所 件数 

事業用資

産 

土地及び

建物  

兵庫県

他  
２件  

遊休資産 土地 
兵庫県

他  
４件  

 ６．     ───── 

      

 



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 ７．当社グループの売上高は、通常の営業

の形態として、上半期に比べ下半期に完

成する工事の割合が大きいため、連結会

計年度の上半期の売上高と下半期の売上

高との間に著しい相違があり、上半期と

下半期の業績に季節的変動がある。 

 ７．      同左  ７．     ───── 

      

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１．現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

（平成16年９月30日現在） 

※１．現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

（平成17年９月30日現在） 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

（平成17年３月31日現在） 

現金預金勘定 2,844百万円

預入期間が３ヶ月

を超える定期預金 
－ 

現金及び現金同等物 2,844 

現金預金勘定     2,482百万円

預入期間が３ヶ月

を超える定期預金 
－ 

現金及び現金同等物 2,482 

現金預金勘定    4,664百万円

預入期間が３ヶ月

を超える定期預金 
－ 

現金及び現金同等物 4,664 

      

 ２．     ─────      

  

  

 ２．     ─────      

  

  

 ２．重要な非資金取引の内容 

債務免除による短期借入金の減少額 

3,500百万円 

      



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引（借主

側） 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引（借主

側） 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引（借主

側） 

      

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び中間期末残高相

当額 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

  
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

その他有形
固定資産 
（機械・運
搬具、工具
器具備品） 

144 94 50 

無形固定資
産（ソフト
ウェア） 

84 57 26 

合計 229 151 77 

  
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額相
当額 
(百万円)

中間期末
残高相当
額 
(百万円)

その他有形
固定資産 
（機械・運
搬具、工具
器具備品） 

131 99 32

無形固定資
産（ソフト
ウェア） 

76 66 10

合計 208 165 42

取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

その他有形
固定資産 
（機械・運
搬具、工具
器具備品）

131 90 40

無形固定資
産（ソフト
ウェア） 

80 62 18

合計 212 153 59

 なお、取得価額相当額は、未経

過リース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法

により算定している。 

同左  なお、取得価額相当額は、未経

過リース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算

定している。 

      

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額等 

 未経過リース料中間期末残高相

当額 

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 34百万円

１年超 42 

合計 77 

１年内   28百万円

１年超 14 

合計 42 

１年内 32百万円

１年超 26 

合計 59 

 なお、未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法によってい

る。 

同左  なお、未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子

込み法により算定している。 

      

③ 支払リース料、減価償却費相当

額 

③ 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当額

及び減損損失 

③ 支払リース料、減価償却費相当

額 

支払リース料 21百万円

減価償却費相当額 21 

支払リース料   16百万円

減価償却費相当額 16 

支払リース料   39百万円

減価償却費相当額 39 

      

 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末 

１．その他有価証券で時価のあるもの（平成16年９月30日） 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額（平成16年９月30日） 

(1）子会社及び関連会社株式 

(2）その他有価証券 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零（残価保証の取り決め

がある場合は残価保証額）とする

定額法によっている。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

      

２．オペレーティングリース取引

（借主側） 

 未経過リース料 

２．オペレーティングリース取引

（借主側） 

 未経過リース料 

２．オペレーティングリース取引

（借主側） 

 未経過リース料 

１年内 45百万円

１年超 112 

合計 158 

１年内  45 百万円

１年超 66 

合計 112 

１年内  45 百万円

１年超 89 

合計 135 

      

   （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失

はない。 

  

      

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1)株式 469 387 △81 

(2)債券       

国債・地方債等 34 35 0 

合計 504 423 △81 

関連会社株式 71百万円 

非上場株式（店頭売買株式を除く） 236百万円 



当中間連結会計期間末 

１．その他有価証券で時価のあるもの（平成17年９月30日） 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額（平成17年９月30日） 

(1）子会社及び関連会社株式 

(2）その他有価証券 

前連結会計年度末 

１．その他有価証券で時価のあるもの（平成17年３月31日） 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成17年３月31日） 

(1）子会社及び関連会社株式 

(2）その他有価証券 

（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間末（平成16年９月30日現在） 

デリバティブ取引については、全てヘッジ会計を適用しているため、記載は省略している。 

当中間連結会計期間末（平成17年９月30日現在） 

デリバティブ取引については、全てヘッジ会計を適用しているため、記載は省略している。 

前連結会計年度末（平成17年３月31日現在） 

デリバティブ取引については、全てヘッジ会計を適用しているため、記載は省略している。 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1)株式 472 507 35 

(2)債券       

国債・地方債等 34 34 0 

合計 507 542 35 

関連会社株式 76百万円 

非上場株式 235百万円 

  取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額

（百万円） 
差額（百万円） 

(1)株式 470 423 △47 

(2)債券       

国債・地方債等 35 35 0 

合計 505 459 △46 

関連会社株式 74百万円 

非上場株式（店頭売買株式を除く） 235百万円 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

 （注）１．事業区分の方法及び各区分に属する主要な事業の内容 

(1）事業区分の方法 

 日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分している。 

(2）各区分に属する主要な事業の内容 

建設事業………土木・建築その他建設工事全般に関する事業。 

不動産事業……不動産の開発・売買、交換及び賃貸並びにその代理、仲介。 

その他の事業…砕石、砕砂の製造販売他。 

２．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は268百万円である。 

その主なものは、提出会社本社の管理部門に係る費用である。 

当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 （注）１．事業区分の方法及び各区分に属する主要な事業の内容 

(1）事業区分の方法 

 日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分している。 

(2）各区分に属する主要な事業の内容 

建設事業………土木・建築その他建設工事全般に関する事業。 

不動産事業……不動産の開発・売買、交換及び賃貸並びにその代理、仲介。 

その他の事業…砕石、砕砂の製造販売他。 

２．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は304百万円である。 

その主なものは、提出会社本社の管理部門に係る費用である。 

  
建設事業 
（百万円） 

不動産事業 
（百万円） 

その他の事
業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 15,963 4 339 16,307 － 16,307 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
－ － 4 4 (4) － 

計 15,963 4 343 16,311 (4) 16,307 

営業費用 15,669 30 341 16,041 263 16,305 

営業利益又は営業損失(△) 294 △26 2 270 (268) 1 

  
建設事業 
（百万円） 

不動産事業 
（百万円） 

その他の事
業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 20,465 0 362 20,828 － 20,828 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
－ － 80 80 (80) － 

計 20,465 0 443 20,909 (80) 20,828 

営業費用 20,224 24 356 20,604 223 20,828 

営業利益又は営業損失(△) 241 △24 86 304 (304) △0 



前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法及び各区分に属する主要な事業の内容 

(1）事業区分の方法 

 日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分している。 

(2）各区分に属する主要な事業の内容 

建設事業………土木・建築その他建設工事全般に関する事業。 

不動産事業……不動産の開発・売買、交換及び賃貸並びにその代理、仲介。 

その他の事業…砕石、砕砂の製造販売他。 

２．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は507百万円である。 

その主なものは、提出会社本社の管理部門に係る費用である。 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

 本邦以外の国及び地域に存在する連結子会社及び海外支店がないため該当事項はない。 

当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 本邦以外の国及び地域に存在する連結子会社及び海外支店がないため該当事項はない。 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 本邦以外の国及び地域に存在する連結子会社及び海外支店がないため該当事項はない。 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

 海外売上高はないため、該当事項はない。 

当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 海外売上高はないため、該当事項はない。 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 海外売上高はないため、該当事項はない。 

  
建設事業 
（百万円） 

不動産事業 
（百万円） 

その他の事
業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 39,063 20 812 39,896 － 39,896 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
－ － 8 8 (8) － 

計 39,063 20 821 39,904 (8) 39,896 

営業費用 37,535 68 733 38,337 498 38,836 

営業利益 1,527 △47 87 1,567 (507) 1,059 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 45.88円

１株当たり中間純損失 12.49円

１株当たり純資産額    40.66円

１株当たり中間純損失   7.09円

１株当たり純資産額    45.70円

１株当たり当期純損失  13.73円

なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、１株当

たり中間純損失が計上されており、

また、潜在株式が存在しないため記

載していない。 

同左  なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載していな

い。 

  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

中間（当期）純損失（百万円） 409 232 450 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純損失

（百万円） 
409 232 450 

期中平均株式数（千株） 32,789 32,786 32,789 



（重要な後発事象） 

(2）【その他】 

 該当事項なし。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 「固定資産（信託受益権）の譲渡」 

 当社所有の固定資産を信託（不動

産管理信託）し、その信託受益権を

譲渡した。 

 この譲渡は、保有不動産の積極処

分による財務構造の改革を意図した

「ニュー森組経営改善中期計画」の

一環として行われたものであり、そ

の内容は次のとおりである。 

 １．取引の概要 

当社が保有する下記の固定資産

を新生信託銀行株式会社と不動産

管理信託契約を締結することによ

り信託受益権を取得し、信託受益

権をＲＭレジデンシャルアルファ

有限会社に譲渡した。 

２．譲渡先及び引渡し日 

ＲＭレジデンシャルアルファ有

限会社 

平成16年12月７日 

３．譲渡資産の内容 

土地及び建物（社宅） 

所在地 大阪府高石市 

４．譲渡価額及び固定資産売却損 

譲渡価額    309百万円 

固定資産売却損 221百万円 

 ──────   ────── 

      



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

現金預金     2,778 2,267   4,544 

受取手形     794 1,730   1,334 

完成工事未収入金     9,372 12,717   13,553 

売掛金     111 142   145 

未成工事支出金     2,711 1,963   1,520 

販売用不動産     59 59   59 

不動産事業支出金 ※2.3   4,577 2,372   2,366 

たな卸資産     386 311   323 

短期貸付金     31 32   32 

その他 ※５   566 670   1,652 

貸倒引当金     △80 △80   △80 

流動資産合計     21,311 73.0 22,189 82.1   25,452 77.8

Ⅱ 固定資産           

有形固定資産           

建物 ※1.3 1,343   937 933   

土地 ※３ 4,430   1,642 4,209   

その他 ※１ 228 6,002 408 2,988 235 5,378 

無形固定資産     25 23   23 

投資その他の資産           

投資有価証券 ※３ 684   827 719   

長期営業外未収入
金 

  7,975   6,917 7,550   

その他   1,400   1,290 1,352   

貸倒引当金   △8,190 1,870 △7,194 1,839 △7,771 1,850 

固定資産合計     7,898 27.0 4,851 17.9   7,251 22.2

資産合計     29,209 100 27,040 100   32,704 100 

            

 



    
前中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

支払手形     3,676 4,753   4,139 

工事砕石未払金     5,603 7,325   9,347 

短期借入金 ※３   10,250 8,720   10,559 

株主からの短期借
入金 

※６   3,500 －   － 

未払法人税等     44 46   100 

未成工事受入金     2,105 2,167   1,601 

引当金     95 114   103 

固定資産売却損失
引当金  

    － －   2,569 

その他     644 816   762 

流動負債合計     25,920 88.8 23,944 88.6   29,184 89.3

Ⅱ 固定負債           

長期借入金 ※３   1,086 992   1,301 

退職給付引当金     705 811   769 

繰延税金負債     － 14   － 

その他     1 －   － 

固定負債合計     1,793 6.1 1,818 6.7   2,071 6.3

負債合計     27,713 94.9 25,763 95.3   31,255 95.6

            

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     1,640 5.6 1,640 6.1   1,640 5.0

Ⅱ 資本剰余金           

資本準備金   －   － －   

その他資本剰余金   202   202 202   

資本剰余金合計     202 0.7 202 0.7   202 0.6

Ⅲ 利益剰余金           

中間(当期)未処理
損失 

  264   584 345   

利益剰余金合計     △264 △0.9 △584 △2.2   △345 △1.1

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

    △81 △0.3 20 0.1   △46 △0.1

Ⅴ 自己株式     △0 △0.0 △1 △0.0   △0 △0.0

資本合計     1,495 5.1 1,277 4.7   1,449 4.4

負債資本合計     29,209 100 27,040 100   32,704 100 

            



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高           

完成工事高   15,848   20,161 38,451   

砕石事業売上高   340   433 813   

不動産事業売上高   4 16,193 100 0 20,595 100 17 39,282 100 

            

Ⅱ 売上原価           

完成工事原価   14,904   19,298 35,692   

砕石事業売上原価   325   408 703   

不動産事業売上原
価 

  1 15,232 94.1 0 19,706 95.7 6 36,402 92.7

売上総利益           

完成工事総利益   943   863 2,759   

砕石事業総利益   14   25 110   

不動産事業総利益   2 960 5.9 0 888 4.3 11 2,880 7.3

            

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

    939 5.8 886 4.3   1,844 4.7

営業利益     20 0.1 2 0.0   1,035 2.6

            

Ⅳ 営業外収益           

受取利息   9   5 17   

受取配当金   6   6 6   

その他   13 28 0.2 12 25 0.1 35 59 0.2

            

Ⅴ 営業外費用           

支払利息   139   114 282   

その他   1 141 0.9 0 115 0.5 2 284 0.7

経常利益     － － － －   810 2.1

経常損失     92 0.6 88 0.4   － －

            

Ⅵ 特別利益           

関係会社株式売却
益 

  143   － 143   

投資有価証券売却
益 

  7   － 7   

債務免除益 ※２ －   － 3,500   

経営支援益    －   － 1,000   

その他特別利益   － 151 0.9 － － － 28 4,679 11.9

            

 



    
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅶ 特別損失           

貸倒引当金繰入額   206   55 229   

前期損益修正損   35   49 71   

固定資産売却損 ※４ 43   － 297   

固定資産売却損失
引当金繰入額 

  －   － 2,569   

販売用不動産評価
損 

  －   － 2,130   

未成工事支出金評
価損 

※５  －   － 440   

販売用不動産処分
損 

  －   － 19   

その他特別損失 ※６ 13 298 1.8 15 120 0.6 17 5,775 14.7

税引前中間（当
期）純損失 

    239 1.5 208 1.0   285 0.7

法人税、住民税及
び事業税 

    25 0.1 30 0.2   60 0.2

中間（当期）純損
失 

    264 1.6 238 1.2   345 0.9

前期繰越損失     5,170 345   5,170 

資本減少による繰
越損失補填額 

    5,170 －   5,170 

中間(当期)未処理
損失 

    264 584   345 

            



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

有価証券 

① 子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法 

有価証券 

① 子会社株式及び関連会社株式 

同左 

有価証券 

① 子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  ② その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算末日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定している。） 

② その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

② その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定

している。） 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  デリバティブ 

時価法 

デリバティブ 

同左 

デリバティブ 

同左 

  たな卸資産 

① 製品、仕掛品及び材料貯蔵品 

 総平均法による原価法 

たな卸資産 

① 製品、仕掛品及び材料貯蔵品 

同左 

たな卸資産 

① 製品、仕掛品及び材料貯蔵品 

同左 

  ② 販売用不動産、不動産事業支

出金及び未成工事支出金 

 個別法による原価法 

② 販売用不動産、不動産事業支

出金及び未成工事支出金 

同左 

② 販売用不動産、不動産事業支

出金及び未成工事支出金 

同左 

        

２．固定資産の減価償却の方

法 

有形固定資産 

 建物は定額法、その他の有形固

定資産は定率法によっている。 

有形固定資産 

同左 

有形固定資産 

同左 

  無形固定資産 

 定額法。なお、自社利用ソフト

ウェアについては、社内における

利用可能期間（５年）に基づく定

額法。 

無形固定資産 

同左 

無形固定資産 

同左 

        

３．引当金の計上基準 貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を計

上している。 

貸倒引当金 

同左 

貸倒引当金 

同左 

  完成工事補償引当金 

 完成工事に対し予想される無償

の補修費用の発生に備えて、実績

繰入率に将来の補償見込額を加味

して計上している。 

完成工事補償引当金 

同左 

完成工事補償引当金 

同左 

  賞与引当金 

 従業員賞与の支給に備えて、支

給見込額の当中間会計期間負担額

を計上している。 

賞与引当金 

同左 

賞与引当金 

 従業員賞与の支給に備えて、支

給見込額の当期負担額を計上して

いる。 

 



  
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  固定資産売却損失引当金 

───── 

固定資産売却損失引当金 

 平成17年３月28日開催の臨時取

締役会における財務構造の改善を

目的とする不採算・不稼働固定資

産の早期処分の決議に伴い、今後

発生が見込まれる売却損失に備え

るため、損失見込額を計上してい

る。なお、当中間会計期間におい

て固定資産の減損に係る会計基準

を適用し、固定資産の帳簿価額を

回収可能価額まで減額したことに

より、売却損失の発生が見込まれ

なくなったため、全額を取り崩し

ている。 

固定資産売却損失引当金 

 平成17年３月28日開催の臨時取

締役会における財務構造の改善を

目的とする不採算・不稼働固定資

産の早期処分の決議に伴い、今後

発生が見込まれる売却損失に備え

るため、損失見込額を計上してい 

る。 

        

  退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間末において

発生していると認められる額を計

上している。 

 なお、会計基準変更時差異

（1,643百万円）については、15

年による按分額を費用処理してい

る。 

 数理計算上の差異は、各事業年

度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間の年数（15年）によ

る定額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌事業年度から費用処

理することとしている。 

退職給付引当金 

同左 

退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計

上している。 

 なお、会計基準変更時差異

（1,643百万円）は、15年による均

等額を費用処理している。 

 数理計算上の差異は、各事業年

度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間の年数（15年）によ

る定額法によりそれぞれ発生の翌

事業年度から費用処理することと

している。 

        

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっている。 

同左 同左 

        

５．ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によってい

る。 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利キャップ 

ヘッジ対象…借入金 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…同左 

ヘッジ対象…同左 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…同左 

ヘッジ対象…同左 

  ③ ヘッジ方針 

 当社の社内規定に基づき、金

利変動リスクをヘッジしてい

る。 

③ ヘッジ方針 

同左 

③ ヘッジ方針 

同左 

  ④ ヘッジの有効性評価の方法 

 ヘッジ手段とヘッジ対象の対

応関係を確認することにより、

有効性を評価している。 

④ ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

④ ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

        

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税に相当す

る額の会計処理は、税抜方式によ

っている。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 

 



会計処理の変更  

  
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  完成工事高の計上基準 

 完成工事高の計上は工事完成基

準によっている。 

 ただし、長期・大型工事（請負

金額１億円以上、工期１年超）に

ついては、工事進行基準を採用し

ている。 

完成工事高の計上基準 

同左 

完成工事高の計上基準 

同左 

  工事進行基準により計上した金額 工事進行基準により計上した金額 工事進行基準により計上した金額 

  完成工事高 10,420百万円 完成工事高   12,466百万円 完成工事高   22,994百万円

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

────── (固定資産の減損に係る会計基準) 

  当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平成15

年10月31日）を適用している。 

  これにより税引前中間純損失が

2,566百万円増加することになる

が、前事業年度に計上した固定資産

売却損失引当金を戻入れしたため、

これらを相殺しており、損益に与え

る影響は軽微である。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき各資産の金額から直接控除し

ている。 

  

────── 



追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当中間会計期間から「法

人事業税における外形標準課税部分

の損益計算書上の表示についての実

務上の取扱い」（平成16年２月13日 

企業会計基準委員会 実務対応報告

第12号）に従い法人事業税の付加価

値割及び資本割については、販売費

及び一般管理費に計上している。こ

の結果、販売費及び一般管理費が11

百万円増加し、営業利益が同額減少

し、経常損失及び税引前中間純損失

が同額増加している。 

  

           ──────  「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当事業年度から「法人事

業税における外形標準課税部分の損

益計算書上の表示についての実務上

の取扱い」（平成16年２月13日 企

業会計基準委員会 実務対応報告第

12号）に従い法人事業税の付加価値

割及び資本割については、販売費及 

 び一般管理費に計上している。こ

の結果、販売費及び一般管理費が32

百万円増加し、営業利益及び経常利

益が同額減少し、税引前当期純損失

が同額増加している。 

  



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は 

2,460百万円である。 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は 

2,048百万円である。 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は 

2,031百万円である。 

      

※２．不動産事業支出金の取得原価に算入し

た支払利息の額 

※２．不動産事業支出金の取得原価に算入し

た支払利息の額 

※２．不動産事業支出金の取得原価に算入し

た支払利息の額 

累計額 261百万円 累計額    260百万円 累計額    260百万円

 当中間期は取得原価に算入すべき支払

利息はない。 

 当中間期は取得原価に算入すべき支払

利息はない。 

 当期は取得原価に算入すべき支払利息

はない。 

      

※３．このうち担保に供している資産及び担

保付借入金は次のとおりである。 

(1）借入金に対する担保差入資産 

※３．このうち担保に供している資産及び担

保付借入金は次のとおりである。 

(1）借入金に対する担保差入資産 

※３．このうち担保に供している資産及び担

保付借入金は次のとおりである。 

(1）借入金に対する担保差入資産 

不動産事業支出金 736百万円

建物 1,011 

土地 3,478 

投資有価証券 321 

計 5,548 

不動産事業支出金    714百万円

建物      913 

土地   1,618 

投資有価証券  403 

計      3,649 

不動産事業支出金    714百万円

建物      924 

土地      3,472 

投資有価証券  350 

計      5,461 

      

(2）担保付借入金 (2）担保付借入金 (2）担保付借入金 

短期借入金 6,030百万円

長期借入金（１年以

内返済予定の長期借

入金を含む） 

1,146 

計 7,176 

短期借入金      5,282百万円

長期借入金（１年以

内返済予定の長期借

入金を含む） 

    － 

計      5,282 

短期借入金      6,507百万円

長期借入金（１年以

内返済予定の長期借

入金を含む） 

     50 

計      6,557 

      

 ４．偶発債務 

手付金等委託保証契約 

 ４．偶発債務 

手付金等委託保証契約 

 ４．偶発債務 

手付金等委託保証契約 

㈱第一プロパレス 105百万円

㈱ランド 9 

合計 115 

㈱ランド    76百万円

㈱第一プロパレス  17 

合計  94 

㈱第一プロパレス    43百万円

㈱ランド  8 

福本建設㈱  3 

合計  56 

      

※５．仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺

のうえ、流動資産の「その他」に含めて

表示している。 

※５．仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺

のうえ、流動資産の「その他」に含めて

表示している。 

※５．    ───── 

      

※６．主要株主である阪急電鉄株式会社から

の借入金である。 

※６．    ───── ※６．    ───── 



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 １．減価償却実施額  １．減価償却実施額  １．減価償却実施額 

有形固定資産 39百万円

無形固定資産 0 

有形固定資産   27百万円

無形固定資産  0 

有形固定資産   69百万円

無形固定資産  1 

      

※２．    ───── ※２．    ───── ※２．債務免除益及び経営支援益は、固定資

産売却損失引当金繰入額や販売用不動産

評価損等に対する支援として、主要株主

である阪急電鉄株式会社より経営支援を

受けたものである。 

      

 ３．当社の完成工事高は、通常の営業形態

として、上半期に比べ下半期に完成する

工事の割合が大きいため、事業年度の上

半期の完成工事高と下半期の完成工事高

との間に著しい相違があり上半期と下半

期の業績に季節的変動がある。 

 当中間会計期間末に至る一年間の完成

工事高は次のとおりである。 

 ３．当社の完成工事高は、通常の営業形態

として、上半期に比べ下半期に完成する

工事の割合が大きいため、事業年度の上

半期の完成工事高と下半期の完成工事高

との間に著しい相違があり上半期と下半

期の業績に季節的変動がある。 

 当中間会計期間末に至る一年間の完成

工事高は次のとおりである。 

 ３．    ───── 

前事業年度下半期 26,508百万円

当中間会計期間 15,848 

合計 42,356 

前事業年度下半期    22,602百万円

当中間会計期間       20,161 

合計       42,764 

  

      

※４．固定資産売却損の内訳は次のとおりで

ある。 

※４．    ───── ※４．固定資産売却損の内訳は次のとおりで

ある。 

土地 38百万円

その他 5 

合計 43 

 建物      176百万円

土地      110 

機械装置      7 

工具器具・備品  2 

合計      297 

      

※５．    ───── ※５．    ───── ※５．未成工事支出金評価損は、請負契約の

見直しに伴う評価損である。 

      

※６．その他特別損失の主な内訳は次のとお

りである。 

※６．その他特別損失の主な内訳は次のとお

りである。 

※６．その他特別損失の主な内訳は次のとお

りである。 

訴訟費用・和解金 12百万円 環境対策費   12百万円

訴訟費用・和解金       2 

訴訟費用・和解金    15百万円

      

 



前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 ７．    ─────  ７．当中間会計期間において、以下の資産

について減損損失処理を行っている。 

 減損損失を認識した事業用資産及び遊

休資産については、それぞれ個別の物件

毎にグルーピングしている。 

 平成17年３月28日開催の臨時取締役会

における財務構造の改善を目的とする不

採算・不稼働固定資産の早期処分の決議

に伴い、当資産または資産グループの帳

簿価額を回収可能価額まで減額した結

果、減損損失は2,566百万円となった。一

方、当資産グループには前事業年度にお

いて固定資産売却損失引当金を計上して

いたため、これを取り崩し、相殺してい

る。 

 また、減損損失の内訳は、事業用資産

1,100百万円（土地1,100百万円、建物0百

万円）、遊休資産（土地）1,466百万円と

なっている。 

 なお、当資産グループの回収可能価額

は、主として鑑定評価額を基に算定した

正味売却価額により算定している。 

用途 種類 場所 件数 

事業用資

産 

土地及び

建物  

兵庫県

他  
２件  

遊休資産 土地 
兵庫県

他  
４件  

 ７．    ───── 

      



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引（借主

側） 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引（借主

側） 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引（借主

側） 

      

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び中間期末残高相

当額 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

  
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

機械装置 115 75 40 

工具器具・
備品 

15 6 9 

ソフトウェ
ア 

84 57 26 

合計 216 139 76 

  
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額相
当額 
(百万円)

中間期末
残高相当
額 
(百万円)

機械装置 115 89 26

工具器具・
備品 

15 9 6

ソフトウェ
ア 

76 66 10

合計 208 165 42

取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

機械装置 115 82 33

工具器具・
備品 他 

15 8 7

ソフトウェ
ア 

80 62 18

合計 212 153 59

 なお、取得価額相当額は、未経

過リース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法

により算定している。 

同左  なお、取得価額相当額は、未経

過リース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算

定している。 

      

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額等 

 未経過リース料中間期末残高相 

 当額 

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 33百万円

１年超 42 

合計 76 

１年内   28百万円

１年超 14 

合計 42 

１年内   32百万円

１年超 26 

合計 59 

 なお、未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定し

ている。 

同左  なお、未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子

込み法により算定している。 

      

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

③ 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当額

及び減損損失 

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 19百万円

減価償却費相当額 19 

支払リース料   16百万円

減価償却費相当額 16 

支払リース料   36百万円

減価償却費相当額 36 

      

 



（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のある

ものはない。 

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零（残価保証の取り決め

がある場合は残価保証額）とする

定額法によっている。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

      

２．オペレーティング・リース取引

（借主側） 

 未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引

（借主側） 

 未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引

（借主側） 

 未経過リース料 

１年内 45百万円

１年超 112 

合計 158 

１年内   45百万円

１年超 66 

合計 112 

１年内   45百万円

１年超 89 

合計 135 

      

  

  

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失

はない。 

  

  

      

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 45.61円

１株当たり中間純損失 8.07円

１株当たり純資産額 38.97円

１株当たり中間純損失 7.29円

１株当たり純資産額 44.20円

１株当たり当期純損失 10.54円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、１株当

たり中間純損失が計上されており、

また、潜在株式がないため記載して

いない。 

同左  なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載していな

い。 

  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

中間（当期）純損失（百万円） 264 238 345 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純損失

（百万円） 
264 238 345 

期中平均株式数（千株） 32,789 32,786 32,789 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 「固定資産（信託受益権）の譲渡」 

 当社所有の固定資産を信託（不動

産管理信託）し、その信託受益権を

譲渡した。 

 この譲渡は、保有不動産の積極処

分による財務構造の改革を意図した

「ニュー森組経営改善中期計画」の

一環として行われたものであり、そ

の内容は次のとおりである。 

 １．取引の概要 

当社が保有する下記の固定資産

を新生信託銀行株式会社と不動産

管理信託契約を締結することによ

り信託受益権を取得し、信託受益

権をＲＭレジデンシャルアルファ

有限会社に譲渡した。 

２．譲渡先及び引渡し日 

ＲＭレジデンシャルアルファ有

限会社 

平成16年12月７日 

３．譲渡資産の内容 

土地及び建物（社宅） 

所在地 大阪府高石市 

４．譲渡価額及び固定資産売却損 

譲渡価額    309百万円 

固定資産売却損 221百万円 

  

────── 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

────── 

  

  

  

  

  

  

  

  

  



(2）【その他】 

 該当事項なし。 



第６【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第72期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月29日近畿財務局長に提出 

(2）臨時報告書 

平成17年４月11日近畿財務局長に提出  

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（提出会社の主要株主の異動）に基づく臨時報告書  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項なし。 



独立監査人の中間監査報告書

  平成16年12月20日

株式会社 森 組   

取締役会 御中   

 あずさ監査法人  

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 山下 幸一  印 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 池田 芳則  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社森組の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16

年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算

書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社森組及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計

期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表

示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

※ 上記は、当社（半期報告書提出会社）が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原

本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書

  平成17年12月21日

株式会社 森 組   

取締役会 御中   

 あずさ監査法人  

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 山下 幸一  印 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 池田 芳則  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社森組の平成17年４月1日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17

年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算

書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社森組及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計

期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表

示しているものと認める。 

 追記情報 

  会計処理の変更に記載のとおり、会社は固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間

連結財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

※ 上記は、当社（半期報告書提出会社）が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原

本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書

  平成16年12月20日

株式会社 森 組   

取締役会 御中   

 あずさ監査法人  

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 山下 幸一  印 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 池田 芳則  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社森組の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第72期事業年度の中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年

９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中

間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社森組の平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成16年４月１日から平

成16年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

※ 上記は、当社（半期報告書提出会社）が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原

本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書

  平成17年12月21日

株式会社 森 組   

取締役会 御中   

 あずさ監査法人  

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 山下 幸一  印 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 池田 芳則  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社森組の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第73期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年

９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中

間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社森組の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４月１日から平

成17年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 追記情報 

  会計処理の変更に記載のとおり、会社は固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間

財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

※ 上記は、当社（半期報告書提出会社）が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原

本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。 
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